
平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

116,067 7 56.4 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

都市政策担当課長
小原　延之

（ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 116,549 3 56.4

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 116,579 3 52.9

□ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

4,800 3,128 3,128 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

施設管理課長
古澤　毅彦

（ 人 ） （ 枚 ） （ 枚 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 5,400 3,306 3,306

上乗 □ （ 人 ） （ 枚 ） （ 枚 ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 4,450 3,348 3,348

□ （ 人 ） （ 枚 ） （ 枚 ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

1,047,645 711 27,483 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3

施設管理課長
古澤　毅彦

（人／年） （台／日） （千円/年）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 1,066,220 706 27,269

上乗 □ （人／年） （台／日） （千円/年）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 280,588 706 25,580

□ （人／年） （台／日） （千円/年）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

1,047,645 3,212 47,277 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

施設管理課長
古澤　毅彦

（台／年） （台／年） （千円/年）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 1,066,220 3,014 50,454

上乗 □ （台／年） （台／年） （千円/年）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 280,588 3,292 51,881

□ （台／年） （台／年） （千円/年）

アウトソー
シング

説明欄：

説明欄：本業務は、駅前自転車等駐車場の
利用を希望する市民の登録手続きを行う事
務であるが、本事務を定例化することによ
り外部委託・コスト縮減を図る必要があ
る。
本事業は、自転車等駐車場使用料（3,865
千円）が充当されている。
また、12月から4月までの繁忙期について
外部委託を実施しているが、年間を通して
の外部委託を実施する必要がある。

25年度以
降方向性

07-03-02

施設管理課
管理調整担当

根拠
法令
等

自主的 義務的

全額補助 一部補助有

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

(国）自転車の安全利用の促進及び自転車
の駐車対策の総合的推進に関する法律
(市）自転車等の放置防止に関する条例
(市）自転車等の放置防止に関する条例施
行規則

10,984

アウトソー
シング

①東久留米市自転車等駐車場の年間
登録申請受付
②決定通知書発送
③随時登録受付
④解約届受付

説明欄：行財政改革ア
クションプラン１
（１）外部委託の拡大
・一部委託済み

25年度以
降方向性

アウトソー
シング

3,865
説明欄：本業務は、駅前自転車等駐車場の
利用を希望する市民の登録手続きを行う事
務であるが、本事務を定例化することによ
り外部委託・コスト縮減を図る必要があ
る。
本事業は、自転車等駐車場使用料（3,865
千円）が充当されている。
また、12月から4月までの繁忙期について
外部委託を実施しているが、年間を通して
の外部委託を実施する必要がある。

自転車等駐車場
年間利用登録者
数（自転車・原
付）

自転車等駐車
場年間利用登
録者数（自転
車・原付）

アウトソー
シング

24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

3,865 6,250 10,115

6,944

直営（委託無）

意図

自転車等駐車
場利用登録申
請要項配布枚
数及び電子申
請による自転
車等駐車場利
用登録申請件
数

努力義務的

4,040

利用登録を適切に行う

3,800

東久留米駅を交通手段として、自転
車・バイクを利用している市民及び
近隣市市民

その他（　　　　　　　　　　　　　）

手段
・

内容

24年度以
降方向性

説明欄：行財政改革ア
クションプラン１
（１）外部委託の拡大
・一部委託済み

 行革プラン３（１）
使用料の見直し

現状維持
25年度以
降方向性

現状維持

24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

説明欄：行財政改革ア
クションプラン１
（１）外部委託の拡大
・一部委託済み

市全額

対象

4,040

7,073 10,873 3,800

自転車等駐車場利用
者登録管理事務

手段
・

内容

東久留米駅を交通手段として、不定
期に自転車・バイクを利用している
人

24,911

24,585 3,425 28,010 24,585

28,033

現状維持
説明欄：24年度以

降方向性
現状維持

24,228

東久留米駅を
交通手段とし
て、自転車・
バイクを利用
している人数

自主的 義務的 努力義務的

対象

24年度以
降方向性

説明欄：本業務は、駅前自転車等駐車場の
一時預かり(利用）を希望する市民の自転
車等の一時利用を行う業務であるが、道路
管理上、違法放置駐輪を駅周辺から排除し
適正に管理する必要があるため、本事業の
廃止は不可であり受益者負担により実施す
る必要がある。
また、財源の一部を自転車等駐車場使用料
（24,585千円）を充当している。
施設の確保や利用料金の見直しなどコア的
業務を市が担う必要はあるが、施設の運営
については、外部委託することが望まし
い。

28,787

24,228 3,805

07-03-04

施設管理課
管理調整担当

自主的 義務的

市独自上乗せ（上乗・横出）

(国）自転車の安全利用の促進及び自転車
の駐車対策の総合的推進に関する法律
(市）自転車等の放置防止に関する条例
(市）自転車等の放置防止に関する条例施
行規則

07-03-03

施設管理課
管理調整担当

全額補助 一部補助有

根拠
法令
等

57,870

45,943

努力義務的

5,908 51,851

事業
形態

24,911

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

直営（委託無）

意図
利用者が一時的に自転車等を預ける
ことができる。

東久留米駅を
交通手段とし
て、自転車・
バイクを利用
している人数

年間利用登録自
転車等駐車場定
員数合計
（ 自 転 車 ・ 原
付）

意図

一時利用駐車場
定員数合計
（ 自 転 車 ・ 原
付）

①一時預り業務契約
②一時預り所管理業務
③一時預り駐車場賃貸借市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

3,876

全額補助 一部補助有 市全額

対象

一時利用駐車
場の年間収入
合計
（自転車・原
付）

(国）自転車の安全利用の促進及び自転車
の駐車対策の総合的推進に関する法律
(市）自転車等の放置防止に関する条例
(市）自転車等の放置防止に関する条例施
行規則

直営（委託無）

自転車等駐車場を年間利用している
人

現状維持

自転車等駐車場を適正に管理し、利
用しやすくする。

現状維持

42,530 6,685

①駐車場賃貸借契約
②駐車場業務委託契約
③自転車駐車場管理業務

6,242

手段
・

内容

6,504

説明欄：

49,215 0

年間利用登録
駐車場年間収
入合計
（自転車・原
付）

24年度以
降方向性

0

25年度以
降方向性

説明欄：本業務は、駅前自転車等駐車場の
年間利用を希望する市民の自転車等の年度
内預かりを行う業務であるが、道路管理上
違法駐輪を周辺から排除し適正に管理する
必要があるため、本事業の廃止は不可であ
り受益者負担により実施する必要がある。
なお、本駐車場用地は全てが借地であるた
め用地取得に係る費用を考慮すると、使用
料の改定を検討する余地がある。
また、財源の一部を自転車等駐車場使用料
及び緊急雇用創出市町村補助金（H23年度
45,943千円、H22年度45,124千円、H21年度
42,530千円）を充当している。

51,366

その他（　　　　　　　　　　　　　）

事業
形態

一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

事務事業全体成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

義務的

市民がより身近に公共交通を利用で
きる。

0 495 495

意図

道路法
道路交通法
道路車両運送法
道路運送法

手段
・

内容

自主的

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

07-03-01

根拠
法令
等

指標 指標

努力義務的

指標

0 999 999市内のバスの
便が良いと感
じている市民
の割合（施策
成果アンケー
ト「市内のバ
スの便が良い
と 思 う 」 で
「そう思う」
＋「どちらか
といえばそう
思 う 」 の 割
合）

現状維持

市民

市民

説明欄：24年度以
降方向性

説明欄：市内公共交通調査分析事業は、予
定計画事業として、「コミュニティバス等
の地域公共交通の充実」に向けた調査・検
討を進めていたが、平成２３年市議会第４
回定例会での「市長報告」により、多額の
支出が伴うコミュニティバスなどの実験運
行は任期中に着手することは難しいとした
方針が示され、新たな取組の指示を受け
て、既存路線バスの利便性向上や休止中の
路線復活、新たな道路整備に伴っての民間
事業者による新規路線の開拓などと合わ
せ、他自治体による新たな取り組みなどの
調査研究を進めているものである。

0

拡大
24年度以
降方向性

拡大現状維持
説明欄：

0

事業
形態

直営（委託無）

全額補助 一部補助有 市全額

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

コミュニティバ
ス運行に関する
視察回数及び意
見交換などの会
議数

00 495 495

25年度以
降方向性

年間登録自転車等駐
車場管理運営事業

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

説明欄：市内公共交通調査分析事業は、予
定計画事業として、「コミュニティバス等
の地域公共交通の充実」に向けた調査・検
討を進めていたが、平成２３年市議会第４
回定例会での「市長報告」により、多額の
支出が伴うコミュニティバスなどの実験運
行は任期中に着手することは難しいとした
方針が示され、新たな取組の指示を受け
て、既存路線バスの利便性向上や休止中の
路線復活、新たな道路整備に伴っての民間
事業者による新規路線の開拓などと合わ
せ、他自治体による新たな取り組みなどの
調査研究を進めているものである。

説明欄：本業務は、駅前自転車等駐車場の
一時預かり(利用）を希望する市民の自転
車等の一時利用を行う業務であるが、道路
管理上、違法放置駐輪を駅周辺から排除し
適正に管理する必要があるため、本事業の
廃止は不可であり受益者負担により実施す
る必要がある。
また、財源の一部を自転車等駐車場使用料
（24,585千円）を充当している。
施設の確保や利用料金の見直しなどコア的
業務を市が担う必要はあるが、施設の運営
については、外部委託することが望まし
い。

説明欄：

基本事業番号・名 07-03 交通環境の充実

事務事業名

市内公共交通調査分
析事業

一時預かり所管理運
営事業

コミュニティバスなどに関する情報
収集を行った。

25年度以
降方向性都市計画課

街路交通計画係
対象

東久留米市



平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

事務事業全体成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）
事務事業

番号
事務事業の概要

(根拠法令等、財源、上乗、形態)
事務事業の目的

事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標 指標

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり 基本事業番号・名 07-03 交通環境の充実

事務事業名

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

3,128 0 50 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3

施設管理課長
古澤　毅彦

（台／年） （ 回 ） （ 件 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 3,306 0 50

上乗 □ （台／年） （ 回 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 3,348 0 50

□ （台／年） （ 回 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

9,090 156 9,090 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3

施設管理課長
古澤　毅彦

（台／年） （ 回 ） （台／年）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 14,719 156 14,719

上乗 □ （台／年） （ 回 ） （台／年）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 18,162 156 18,162

□ （台／年） （ 回 ） （台／年）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

9,090 3,548 10,540 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3

施設管理課長
古澤　毅彦

（台／年） （台／年） （台／年）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 14,719 2,530 15,784

上乗 □ （台／年） （台／年） （台／年）

□ ■ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 18,162 2,423 19,179

□ （台／年） （台／年） （台／年）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

1 1 1 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

施設管理課長
古澤　毅彦

（ 回 ） （ 回 ） （ 回 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 1 1 1

上乗 □ （ 回 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1 1 0

■ （ 回 ） （ 回 ） （ 回 ）

説明欄：放置自転車等対策の情報交換とし
て、その対策の情報を得ることができ、全
国的な放置自転車対策としての調査・研究
方法について理解を深めることができるた
め本業務は継続すべきである。
今般の東北地方太平洋沖地震に伴う、被災
者の足としての放置された自転車の搬送な
ど自転車の持つ社会的な役割を果たしてい
る。

アウトソー
シング

7,690

説明欄：

11,714

説明欄：行財政改革ア
クションプラン１
（１）外部委託の拡大
・２４年度より全部委
託

説明欄：全部委託済み

25年度以
降方向性

現状維持

07-03-05

施設管理課
管理調整担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

自転車等の放置防止対策を総合的に
推進する。

その他（　　　　　　　　　　　　　）

手段
・

内容

東久留米市が設置する自転車及び原
動機付き自転車の駐車場の整備に必
要な資金を確保するための｢東久留米
市自転車等駐車場整備基金条例｣が制
定されたことにより、本審議会に報
告した。

事業
形態

直営（委託無）

意図

全額補助 一部補助有

0 0

0 0 0

0

自転車等駐車
場の年間利用
登録台数 0

0

24年度以
降方向性

現状維持

説明欄：自転車等の放置防止に関する条例
第36条により、妥当な事業であり、自転車
施設の設置及び使用料の検討は、今後の自
転車事業を運営していく上で、必要な事務
である。

25年度以
降方向性

現状維持

自転車等駐車
場・放置自転
車等に関する
要望数 0

説明欄： 24年度以
降方向性

現状維持
25年度以
降方向性

0

0

0

対象
(国)自転車の安全利用の促進及び自転車の
駐車対策の総合的推進に関する法律
(市)自転車等の放置防止に関する条例
(市)自転車等の放置防止に関する条例施行
規則

事業
形態

努力義務的

全額補助 一部補助有 市全額

対象

説明欄：

07-03-06

施設管理課
管理調整担当

根拠
法令
等

自主的 義務的

直営（委託無）

意図

駅周辺の放置自転車・バイクを無く
すことににより、歩道等の通行帯を
確保し緊急活動及び避難行動の場を
確保する。

東久留米駅を交通手段として自転車
等を利用している人

現状維持
24年度以
降方向性

11,714 3,426 15,140

24年度以
降方向性

アウトソー
シング

説明欄：本業務は、自転車等により駅を利
用したり駅前商業施設を利用する市民が駅
周辺に放置した自転車等を撤去する業務で
あり、駅周辺道路を適正に管理するために
も、本業務の廃止は不可である。
放置自転車等の巡回指導やクリーンキャン
ペーンにより撤去作業は概ね横ばい状態に
あるため、Ｈ24年度より外部委託を実施し
た。なお、事業費の一部に自転車使用料等
（11,714千円）を充当している。

放置禁止区域内等に放置されている
自転車・バイクに警告をして移動し
ない自転車・バイクを撤去する。

7,690

放置自転車・バイク数
(国)自転車の安全利用の促進及び自転車の
駐車対策の総合的推進に関する法律
(市)自転車等の放置防止に関する条例
(市)自転車等の放置防止に関する条例施行
規則
（国）道路法

説明欄：本業務は、自転車等により駅を利
用したり駅前商業施設を利用する市民が駅
周辺に放置した自転車等を撤去する業務で
あり、駅周辺道路を適正に管理するために
も、本業務の廃止は不可である。
放置自転車等の巡回指導やクリーンキャン
ペーンにより撤去作業は概ね横ばい状態に
あるため、Ｈ24年度より外部委託を実施し
た。なお、事業費の一部に自転車使用料等
（11,714千円）を充当している。

25年度以
降方向性

3,805

放置された自
転車・バイク
数

8,836

駅周辺の放置
自転車等の台
数

施設管理課
管理調整担当

根拠
法令
等

自主的 義務的

対象

11,495

巡回等による広
報回数

市独自上乗せ（上乗・横出）

8,836

その他（　　　　　　　　　　　　　）

放置自転車撤去事業

放置自転車等巡回指
導事業

現状維持

14,224

手段
・

内容

東久留米市自転車等禁止区域内にお
ける、特に交通の障害が著しい東久
留米駅西口・東口・北口周辺を利用
する市民に対して街頭指導を行う。全額補助

努力義務的

手段
・

内容

現状維持

14,224

13,193

現状維持

自転車等の警
告・撤去・整
理台数

10,730

4,360 17,553

説明欄：駅前の放置自転車等を削減するた
めの巡回指導は適切な作業であり、通行帯
の確保に努めている。既に外部委託の実施
を行っているが、駐車場の確保等を含めた
包括的な放置自転車対策としての外部委託
を検討する必要がある。
なお、財源の一部に自転車使用料（10,730
千円）を充当している。

24年度以
降方向性

3,876 12,712

市全額

24年度以
降方向性

4,281

25年度以
降方向性

18,505

説明欄：

07-03-07

直営（委託無）

事業
形態

現状維持

(国)自転車の安全利用の促進及び自転車の
駐車対策の総合的推進に関する法律
(市)自転車等の放置防止に関する条例
(市)自転車等の放置防止に関する条例施行
規則
（国）道路法

10,730 3,853 14,583

25年度以
降方向性

07-03-08

施設管理課
管理調整担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

自転車協議会参画事
業

直営（委託無）

研修会の参加回
数

放置自転車対
策の情報交換
により事務を
改善した回数

事業
形態

駅周辺の放置自転車を無くす。

駅周辺の放置指
導自転車等台数

駅周辺に放置
さ れ た 自 転
車・バイク数

市独自上乗せ（上乗・横出）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

放置禁止区域内に自転車・バイクを
放置した者

意図

一部補助有

449

手段
・

内容

意図

496

放置自転車問題で苦慮している全国
の多くの自治体相互の連携と情報交
換が図れる。

自治体・放置自転車

各自治体間の自転車対策の情報交換
（情報の共有化）研修会の開催。

20

13,193

505

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

25年度以
降方向性

放置自転車に
係わる自治体
職員の知識を
高 め る た め
の？情報交換
の研修会等の
開催回数

24年度以
降方向性

説明欄：

その他（　負担金　）

476

対象

現状維持現状維持
24年度以
降方向性

現状維持

20

25年度以
降方向性

20 485

現状維持

20 429 20

20

説明欄：自転車等の放置防止に関する条例
第36条により、妥当な事業であり、自転車
施設の設置及び使用料の検討は、今後の自
転車事業を運営していく上で、必要な事務
である。

現状維持

審議会の開催回
数

説明欄：駅前の放置自転車等を削減するた
めの巡回指導は適切な作業であり、通行帯
の確保に努めている。既に外部委託の実施
を行っているが、駐車場の確保等を含めた
包括的な放置自転車対策としての外部委託
を検討する必要がある。
なお、財源の一部に自転車使用料（10,730
千円）を充当している。

説明欄：放置自転車等対策の情報交換とし
て、その対策の情報を得ることができ、全
国的な放置自転車対策としての調査・研究
方法について理解を深めることができるた
め本業務は継続すべきである。
今般の東北地方太平洋沖地震に伴う、被災
者の足としての放置された自転車の搬送な
ど自転車の持つ社会的な役割を果たしてい
る。

自転車等放置防止対
策審議会事務事業

東久留米市


